




































1） 地方税法第 349条、第 349条の 2。
2） 地方税法第 341条第 5号。
3） 平成 15年 6月 26日最高裁（平成 10年（行ヒ）第 41号）。












































































































































































































































最高裁平成 15年 6月 26日判決（一審東京地裁
平成 8年 9月 11日判決）「東京都固定資産評価審
査委員会決定取消請求事件」は固定資産評価基準
による標準宅地の価格と、標準宅地の客観的交換
価値、すなわち「適正な時価」との関係を明示し
た。固定資産評価基準に一定の合理性を認めつつ
8） 渋谷（2005）、p.100。
も「固定資産評価基準による評価がそのまま「適
正な時価」とすることには否定的である」とす
る初めての見解を示し、その後の裁判例の流れを
作った判例である。
それまでの裁判例の多くは、評価実務の困難さ
を指摘し、評価基準によって調査基準日をもとに
評価した場合、賦課期日における評価が調査基準
日の評価より低くとも、そのことは、違法ではな
いとしている。このことについて渋谷（2005）も「昭
和から平成 8年にかけて、行政解釈及びいくつか
の裁判例は、このような場合でも価格決定は適法
であるとの見解を示していた」と記している 8）。
ところで、本件の原告側の主張は「固定資産課
税台帳に登録された平成 6年度に係る賦課期日に
おける宅地の価格の決定に違法がある」とし、提
訴した。そして、以下の判決の結果、本件土地の
価格の算定の基準となった標準宅地の地価公示価
格の下落率が 3割を超えることから、3割を上回っ
ている金額の部分が違法として取り消しされた事
例である。
固定資産評価基準による評価と客観的な交換価
値との関係について、「法は、固定資産の評価に
ついては、評価基準によることを求めているから、
法にいう「適正な時価」とは、固定資産評価基準
に従って評定された時価ということになる。しか
し、固定資産評価基準は、各筆の土地を個別評価
することなく、諸制約の下において大量の土地に
ついて適正な時価を評価する技術的方法と基準を
規定するもの」であるので「標準宅地の評定及び
評価基準による比準の手続きに過誤がないとして
も、個別的な評価と同様の正確性を有しないこと
は制度上やむを得ないというべきであり、評価基
準による評価と客観的な交換価値とが一致しない
場合が生ずることも当然に予定されているもの」
であるとしつつも、「「適正な時価」とは客観的に
観念されるべき価格であって、自治大臣の裁量又
は市町村長の裁量に属する事項と解することはで
きず、法が自治大臣の評価基準に委任したもの
は「適正な時価」の算定方法であるから、評価基
準による評価が客観的な交換価値を上回る場合に
は、その限度において、登録価格は違法なものと
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いうことになる」と示されている。
本件判決は、土地の評価方法につき固定資産評
価基準に従って算定される宅地の価格が、賦課期
日における客観的な交換価値を超えるものではな
いとしている。そして、それを推認するためには、
標準宅地の適正な時価として認定された価格が、
標準宅地の賦課期日における客観的な交換価値を
上回ってないことが必要とされている。そのため、
固定資産評価基準の定める評価方法が一般的な合
理性を有する場合にあっては、「固定資産評価基
準に従って算定された固定資産の価格は、「特別
な事情」がない限りその評価方法の合理性によっ
て固定資産の「適正な時価」を上回らないものと
推認される」という見解を示したのであろう。
次に、7割評価の意義と適法性については、評
価基準の問題として扱われ「評価基準による評価
が客観的時価を下回ったとしても、それが課税処
分の謙抑性の範囲にある限り、法の予定する「適
正な時価」と解することができる」とする。しか
し、あくまでも「「適正な時価」とは客観的に観
念されるべき価格であって、客観的時価を上回っ
た場合には、その限度において違法」としている。
そして「少なくとも評価額が客観的時価を超える
という事態が生じないよう適正な時価をあらかじ
め控えめに評定することも、課税処分の謙抑性に
反しない程度で許されるべき」として、「7割評価
通達には合理性があり、これに従った評価は適法
である」と示している。ただし、7割評価の意義
を「客観的時価を超える事態の発生を回避するこ
とにあるのであって、各対象土地の「適正な時価」
を、各土地を公示価格と同様の方法で鑑定評価し
た場合の価格の 7割とすべしとするものではない」
と、あくまでも地価公示価格が「適正な時価」で
あるとするのである。
本件判決は 3割を超える「客観的時価」、つま
り地価公示価格を上回った部分の評価が違法と判
断している。すなわち、客観的時価が適正な時価
であり、地価公示価格水準の 100％と解されてい
ることになる。地価公示価格の 7割が適正な時価
ではなく、固定資産税の土地の評価の場合には一
時期に大量評価をしなければならないため、実務
9） 石島（2008）、p.295。
上地価公示価格の 7割程度にあらかじめ控え目に
評定することが許されるべきだと見解しているの
である。
（2） 学説・判例から考察される「適正な時価」
固定資産評価基準は、総務大臣が固定資産の評
価の基準並びに評価の実施手続きとして定め、こ
れを告示し、そして市町村長はこの固定資産評価
基準によって、固定資産の価格を決定しなければ
ならない。これらのことから、固定資産税の課税
標準を決定するにあたっては、固定資産評価基準
が中心的な役割を行うことになるので、適正な時
価と固定資産評価基準との関係が重要になる。判
例の多くは、「ある固定資産の価格の算出方法が
固定資産評価基準に従って適正に行われる以上、
「特別な事情」がない限り、固定資産評価基準に
従って算出された評価額が、客観的時価であると
いうべきである。」とし、固定資産評価基準によっ
て算定された価格が「適正な時価」を決定するも
のとされている。そして、石島（2008）は「固定
資産評価基準は大量の固定資産を一括評価しよう
とするものであるから、個別的な評価と同様の正
確性を有しないことは制度上やむを得ないとして
も、固定資産評価基準は「適正な時価」を把握す
る方法であると位置付けられる」9）と述べている。
学説・判例の多くが、固定資産評価基準によっ
て算定された価格が「適正な時価」を決定すると
いう見解を示している。しかし、前述の判例のよ
うに、固定資産評価基準によって算定された価格
が客観的な交換価値を上回る場合があり、その場
合において、上回る部分が違法なものという裁判
例も少なからず存在した。すなわち、固定資産評
価基準によって算定された価格が、必ずしも「適
正な時価」となるわけではないということであろ
う。
固定資産評価基準は、固定資産の評価におい
て一定の目安を示すものの、「適正な時価」を算
定するのには必要十分ではないということが言え
る。そして、これは「適正な時価」というものが、
実際には完全に確立した方法によって算定されて
いるわけではないことを示す。その解釈や一応の
算定方法があるにしても、実際に即していないも
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のも多く、納税者が理解し納得できるものではな
い複雑な制度であることに問題があるのではない
かと考えられる。
上記の判例のように、評価額に不服がある納税
者は救済を求めて固定資産評価審査委員会に審査
の申出を行うことができるが、この救済制度はあ
くまでも納税者側からの申出があることが前提と
なっている。したがって納税者側からの申出がな
ければ、仮に、固定資産評価基準によって算定さ
れた評価額が、賦課期日における客観的な交換価
値を上回る事態が生じていたとしても、評価額の
修正は行われないため、固定資産税における課税
の公平は実現できない。
このような事態に対応するためには、制度論と
して、納税者側からの不服の申出を待って対応す
るのではなく、課税庁側から進んで評価額が賦課
期日における客観的な交換価値を上回る事態が生
じてないかを積極的に検証し、必要に応じて評価
の見直しを実施せねばならない。
４ 最後に
ここまで論じてきたように固定資産税はその複
雑な評価の仕組みによって、所得税や法人税の申
告方式とは異なり賦課課税であるのに納税者に理
解されにくい税となっている。その複雑さの要因
の一つは「適正な時価」という概念にある。「適
正な時価」が単純な市場価格であり、公示価格で
あれば問題は生じない。しかし、固定資産税の課
税標準は「価格」であり、「価格」とは「適正な
時価」であると定められているのにもかかわらず、
その「適正な時価」の意義を地方税法は明確に規
定化していない。そして、それは固定資産評価基
準によって求められるのであるが、固定資産評価
基準自体が難解なものとなっている。平成 6年に
地価公示価格の 7割を目途に評価されることとな
り、それまで結果的に低く抑えられていた税負担
の急増を回避するため、負担調整措置や、課税標
準の特例措置が導入された。評価の均衡化により
課税の公平性を確保するために行われた措置が、
制度をより複雑で難解な仕組みにしてしまい、い
わゆる「制度の二重構造 」の問題を生じさせてい
るのである。評価制度の簡素化と評価における公
平の確保という二律背反の課題をどのようにバラ
ンスさせていくのかが今後の土地に係る固定資産
税の重要な課題であろう。
固定資産税の拡充を図る上で納税者の一層の理
解をえて、信頼を確保することが不可欠である。
そのためには、何よりも納税者にとって分かりや
すい簡素化された制度のもとで、適正公平な評価
に関する情報を納税者保護の観点から積極的に開
示するとともに、制度を簡素にそして公平にする
ことによって、固定資産税評価の透明性を高め、
納税者の信頼を得なければならない。
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